
市町村民所得
（百万円）

2,581,317
100.0

○所得(令和４年度)

市町村内総生産
（百万円）

3,766,949
就業者１人
当たり（千円）

6,950
対県平均

56.85

（R8.3.1現在） 令和4年12月25日執行　宮崎県知事選挙 56.69 55.10 58.08

(100.0%) (46.9%) (53.1%) 第27回参議院議員通常選挙（選挙区） 57.19 57.57

男 女

866,421 405,970 460,451 第51回衆議院議員総選挙（小選挙区） 53.37 54.02 52.79

総数には年齢不詳者等も含まれているため、年齢区分別人口の積み上げと一致しない場合がある。
年齢区分別人口の割合については、年齢３区分の積み上げを100として算出している。

○選挙人名簿登録者数 (人) ○選挙投票率 (％)

計 男 女 選挙名 計

322,975
462,858

（H27.10.1) (100.0%) (47.0%) (53.0%) (13.7%) (56.8%) (29.5%)

国勢調査人口 1,104,069 519,242 584,827 149,608 622,544

348,873
470,055

（R2.10.1) (100.0%) (47.2%) (52.8%) (13.1%) (54.3%) (32.6%)

国勢調査人口 1,069,576 504,763 564,813 140,291 580,412

565,490 352,075
534,102

（R7.1.1) (100.0%) (47.5%) (52.5%) (12.5%) (53.9%) (33.6%)

生産年齢人口 老齢人口
(0～14歳) (15～64歳) (65歳以上)

住基人口 1,048,347 497,493 550,854 130,683

○人口及び世帯数 (人、世帯)

総数
男女別 年齢区分別

世帯数
男 女

年少人口

8.0 27,816.8 3.6 187,508 24.2

構成比は、国有林面積は林野面積、それ以外は総面積に対するものであり、総面積は各項目の年次に合わせたもの。

7,734.16 585,908 75.7 176,561 30.1 61,800

構成比 (R7.1.1) 構成比 (R6.3.31) 構成比
(R2.2.1) 構成比

総面積(㎢) 林野面積(ha) 耕地面積(ha) 宅地面積(ha) 可住地面積(ha)

(R7.10.1) (R2.2.1) 構成比
国有林面積

(R7.7.15) 

《概要》
○面積

16 3 28

22 年 3 月 9

18 3 30

21 年 3 月 9

19 年 4 月 9

14 3 26 市町村の合併の特例（等）に関する法律　延長

28 7 44 市町村の合併の特例等に関する法律施行（５年間の時限法）

18 年 3 月 9

28 7 44 　　　　　　　〃　　　　　　　失効

17 年 4 月 9

19 3 31 市町村の合併の特例に関する法律経過措置終了

28 7 44 　　　　　　　〃　　　　　　　延長

17 年 3 月 9

28 7 44 　　　　　　　〃　　　　　　　延長

平成 7 年 3 月 9

28 7 44 　　　　　　　〃　　　　　　　延長

60 年 4 月 9

27 14 49 市町村の合併の特例に関する法律施行

50 年 3 月 9

年 9 月 7

26 16 50 市の合併の特例に関する法律施行

40 年 3 月 8

26 18 52 新市町村建設促進法一部失効

37 年 5 月 8

月 6

26 26 59 町村合併促進法失効（町村合併促進基本計画終了）

36 年 6 月 8

市町村の概況
市町村数の変遷等

市 町 村 計 備考

18 82 100 市制改正公布

昭和 20 年 8 月

31

28

22 63 88 終戦

22 年 5 月 3

25 32 64 新市町村建設促進法施行

26 47 79 町村合併促進法施行（町村合併促進基本計画決定）　～昭和の大合併～

31 年 6 月 7

年 10

43 350 393 明治政府が「市制・町村制」を公布　～明治の大合併～

22 年 5 月

明治 21 年

22 63 88 地方自治法施行

3

5 95 100 宮崎県内に町村制施行

大正 11 年



下水道
　※２

区分 施設数 区分 施設数

31博物館 7 保健センター

51

図書館 33 プール 69

高等学校 ※２ 51 28,954 公民館 73 野球場

※1…R7.4.1　※2…R6.5.1

941,286

区分 施設数 児童生徒数 普及率(%) 90.4

汚水処理人口

1,018,319

普及率(%) 97.9

166

中学校　※２ 132 30,326 公会堂・市民会館 59 陸上競技場 25

小学校　※２ 231 56,065 児童館 58 体育館

※1…R6.4.1　※2…R7.3.31　※3…R6.3.31　

《公共施設数》（R7.3.31）

認定こども園　※1 253

幼稚園　※1 31 936

21,802

1,041,116

年間総収集量(ｔ) 353,791

老人デイサービスセンター 665 － 給水人口

68,750

年間総収集量(kl) 55,394廃棄物
処理施設
　※２

し尿
処理人口

ごみ
処理人口

《高齢者福祉施設》（R7.4.1）

区分 施設数 定員

養護老人ホーム 33 1,803

特別養護老人ホーム

水道
　※３

109 6,157

6

面積(㎡) 3,655,200

公営住宅等　※２ 戸数(戸) 22,231

1,231

保健師数　※２ 746 71.2 面積(㎡) 16,850,850

看護師、准看護師数　※４ 20,406 1,909.2

都市公園等
　※２

市町村立
箇所数

※1…R6.10.1　※2…R6.12.31　※3…R6.3.31 ※4…R4.12.31 市町村立
以外

箇所数

　基準人口は各年次に合わせたもの。

3,018,574

薬剤師数　※２ 2,269 216.4 林道 延長(ｍ) 2,602,506

歯科医師数　※２ 636 60.7
農林道　※２

農道 延長(ｍ)

1,033.8 改良率(%) 58.3

医師数　※２ 2,961 282.4 舗装率(%) 86.5

医薬品販売業、薬局数　※３ 1,047 98.9

道路  ※１ 市町村道

実延長(km) 16,870.8

一般病院病床数(床)  ※１ 10,838

《公共施設整備状況》
歯科診療所数  ※１ 473 45.1 項目 区分

区分 施設数・人数 人口10万人当たり

一般病院・一般診療所数  ※１ 1,008 96.2

事業所数 10,804

従業者数 78,459

《医療》 (R3.6.1) 年間商品販売額(百万円) 2,664,264

税・関税等 42,835 (1.1%)

卸・小売業

55,059

製造品出荷額等(百万円) 183,650

第３次 2,610,685 (69.3%)
(R6.6.1)

従業者数

計 3,766,949 (100.0%) 533,427 (100.0%)

370,757 (69.5%)

経営耕地総面積(ha) 42,239

第２次 929,992 (24.7%) 110,264 (20.7%) 製造業 事業所数 1,533

第１次 183,437 (4.9%) 52,406 (9.8%) (R2.2.1)

農業従事者数

総生産額(百万円) 就業人口
農業

総農家数(戸) 30,940

44,375

《農業・工業・商業》
項目 区分

計 10,485 (10.00) 10,385 100

産業区分
(R5.3.31) (R2.10.1)

《産業構造》

6,883 名※会計年度任用職員数：

41.4
公営企業等会計 1,775 (1.69) 1,788 △ 13

（R7.4.1）

普通会計 8,710 (8.31) 8,597 113
98.1 98.0 97.9 3,253

平均年齢(歳)

R7.4.1 (人口千人当たり) R6.4.1 R7-R6 R7.4.1 R6.4.1 R5.4.1 (R7.4.1)

○職員 ○給与関係指標（一般行政職）

会計区分
職員数 増減数 ラスパイレス指数 平均給料月額(百円)

市町村の概況

《組織》

《保育・教育》

保育所  ※１ 238 11,307



※１…加重平均　※２…()は標準財政規模比

財政調整基金 65,303,300 (21.1%) 65,842,793 (21.7%)

減債基金 19,746,157 (6.4%) 20,407,315

地方債現在高(千円)※2 721,459,326 (233.3%) 741,955,767 (244.8%)

(83.0%)

積立金現在高(千円)※2 233,996,093 (75.7%) 234,306,140 (77.3%)

普通会計分

245,695,513 (79.5%) 251,559,775

連結実質赤字比率※1 － －

(6.7%)

その他特定目的基金 148,946,636 (48.2%) 148,056,032 (48.8%)

－ －

実質公債費比率※1 7.9 7.8

475,763,813 (153.9%) 490,395,992 (161.8%)

公営企業会計分

経常収支比率(%)※1 93.3 93.1

自主財源比率(%)※1 42.4 42.8

財政力指数　※１ 0.511 0.506

健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率※1 － －

将来負担比率※1

標準財政規模(千円) 309,176,221 303,142,555

○主要指標等

区分 令和６年度決算 令和５年度決算

実質単年度収支 △ 3,384,104 △ 2,350,520

実質収支 14,739,017 14,464,802

単年度収支 268,516 △ 1,098,951

その他 75,027,125 10.4 74,446,291 10.7

補助費等 63,047,578 8.7 65,068,369 9.3

繰出金 51,558,725 7.1 51,829,266 7.4

単独 36,620,676 5.1 30,214,027 4.3

物件費 111,060,488 15.4 108,609,427 15.5

その他の経費 300,693,916 41.7 299,953,353 42.9

うち災害復旧事業 14,057,762 1.9 14,292,498 2.0

補助 41,211,299 5.7 38,979,218 5.6

うち普通建設事業 79,828,867 11.1 71,685,272 10.3

投資的経費 93,886,629 13.0 85,977,770 12.3

その他 1,996,892 0.3 2,492,027 0.4

公債費 53,669,257 7.4 54,480,794 7.8

扶助費 182,792,505 25.3 174,895,232 25.0

人件費 90,706,414 12.6 83,351,639 11.9

義務的経費 327,168,176 45.3 312,727,665 44.8

歳出総額 721,748,721 100.0 698,658,788 100.0

地方債 37,427,172 5.0 34,737,249 4.8

国・県支出金 198,071,899 26.5 198,213,103 27.4

168,730,904 23.3

地方税 138,723,955 18.5 141,269,592 19.5

地方交付税 150,605,462 20.1 142,210,726 19.6

その他 44,813,811 6.0 38,657,660 5.3

57.2

自主財源 317,234,893 42.4 310,000,496 42.8

歳入総額 748,153,237 100.0 723,819,234 100.0

《財政》
○決算収支の状況 (千円)

区分
令和６年度決算 令和５年度決算

決算額 構成比 決算額 構成比

依存財源 430,918,344 57.6 413,818,738

その他 178,510,938 23.9

市町村の概況

地方税

138,724

(18.5%)

その他

178,511

(23.9%)

地方交付税

150,605

(20.1%)

国・県支出金

198,072

(26.5%)

地方債

37,427

(5.0%)

その他

44,814

(6.0%)

自主財源

317,235

(42.4%)

依存財源

430,918

(57.6%)

令和６年度

歳入

748,153

（百万円）

補助

41,211

(5.7%)

単独

36,621

(5.1%)

その他

1,997

(0.3%)

人件費

90,706

(12.6%)

扶助費

182,793

(25.3%)

公債費

53,669

(7.4%)
普通建設事業

79,829(11.1%)

災害復旧事業

14,058

(1.9%)

物件費

111,060

(15.4%)

繰出金

51,559

(7.1%)

補助費等

63,048

(8.7%)

その他

75,027

(10.4%)

義務的経費

327,168

(45.3%)

投資的経費

93,887(13.0%)

その他の経費

300,694

(41.7%)

令和６年度

性質別歳出

721,749

（百万円）

779,754
742,822

704,509

723,819 
748,153

756,749 711,862 679,266 698,659 721,749

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

R2 R3 R4 R5 R6

歳入・歳出の推移

歳入 歳出

（百万円）

526,216 522,382 508,646 490,396 475,764

275,380 268,878 257,849 251,560 245,696

0

250,000

500,000

750,000

1,000,000

R2 R3 R4 R5 R6

地方債現在高の推移

普通会計分 公営企業会計分

（百万円）

54,435 60,812 63,853 65,843 65,303

18,835
25,022 24,410 20,407 19,746

116,779

136,021 143,391 148,056 148,947

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

R2 R3 R4 R5 R6

積立金現在高の推移

財政調整基金 減債基金 その他特目基金

（百万円）



89.1 82.8

98.1 98.1

国民健康
保険税

現年 96.1 94.8

滞納繰越 28.8 22.8

計

市町村税

現年 99.4 99.4

滞納繰越 29.4 28.6

計

区分 令和６年度 令和５年度

○徴収率 (％)

32.6

合計 138,723,955 100.0 141,269,592 100.0

固定資産税 68,512,797 49.4 68,567,577 48.5

その他 18,367,619 13.2 18,324,181 13.0

市町村民税

個人 43,226,988 31.2 46,069,316

決算額 構成比 決算額 構成比

小計 51,843,539 37.4 54,377,834 38.5

法人 8,616,551 6.2 8,308,518 5.9

○税収の状況 (千円)

区分
令和６年度 令和５年度

受入件数（件） 2,949,854 2,798,658

受入金額（千円） 58,106,144 51,897,555

法適用企業は純損益、法非適企業は実質収支

○ふるさと納税寄付金

区分 令和６年度 令和５年度

－ ○ 1,024,939 741,067 △ 55,349 346,085

他会計繰入金 資金不足比率

－ ○ 60,624,348 58,526,443 2,097,905 16,159,617

市町村の概況

○公営企業の状況（令和６年度決算） (千円)

事業区分 法適 法非適 総収益 総費用 純損益又は実質収支

52,666 53,487 55,374 54,378 51,844

64,097 63,777 65,850 68,568 68,513

16,728 17,346 18,151 18,324 18,368

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

R2 R3 R4 R5 R6

市町村税収入額の推移

市町村民税 固定資産税 その他

（百万円）

98.8 99.3 99.3 99.4 99.4

31.7

40.7

29.6 28.6 29.4

0

25

50

75

100

R2 R3 R4 R5 R6

市町村税徴収率の推移

現年 滞納繰越

（％）


